
令和２年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用及び効果検証の状況

No. 事業名 事業概要
総事業費
（円）

交付金充当額
（円） 

事業の効果、評価

1 特定警戒都道府県等からの移動者安心事業

 冠婚葬祭や就職、進学等のやむを得ない理由により、
緊急事態宣言発令地域から三条市内へ移動する方で、一
定期間の自宅待機が困難な方を支援するため、三条ホテ
ル旅館組合と連携して待機場所を確保するもの。

1,585,150 1,585,150

 新型コロナウイルス感染症
流行下においても、必要な市
⺠活動が維持できた。また、
早期発見につながり、感染拡
大防止に寄与した。

2 実情に応じたきめ細かな事業者支援事業

 新型コロナウイルス感染症対策により影響を受ける事
業者の雇用の維持と事業の継続を図るため、接客を伴う
飲食業や小規模事業者等に対して事業継続等支援補助金
を支給するほか、事業所等の感染症予防対策に係る経費
の補助、市内の事業所が県外で営業活動等を行う際に実
施するＰＣＲ検査費用の助成を行うもの。
 あわせて、新型コロナウイルス感染症の収束が見込め
ない中、実情に応じたきめ細かな支援を行うため、市独
自で市内企業を対象に景況感の定点観測を実施するも
の。

2,117,423,964 1,965,958,701

 新型コロナウイルス感染症
により売上が大幅に落ち込ん
だ中でも、一定程度、事業継
続に向けた下支えとなった。

3 各種相談・申請支援窓口開設事業

 企業の雇用の維持を図るため、国の雇用調整助成補助
金（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置に
限る）の申請に係る社会保険労務士への手数料の補助
や、新型コロナウイルス感染症に係る各種支援制度の申
請に係る行政書士等への手数料の補助を行うもの。
 また、雇用調整助成金や持続化給付金等の各支援制度
や⽇本政策金融公庫・ ⺠間金融機関の無利⼦・無担保
融資の制度利用が進むに伴い、申請手続の滞留や融資申
込謝絶案件が発生してきていることから、新潟県行政書
士会、三条商工会議所と連携した事業者向け支援制度相
談窓口の開設、セミナー、説明会の開催をするもの。

55,382,727 52,144,783

 新型コロナウイルス感染症
により売上が大幅に落ち込ん
だ中でも、国県等の支援金な
どの確保につながり、一定程
度事業の継続に寄与した。
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4 在宅勤務導入支援事業
 新型コロナウイルス感染症対策として、テレワークや
ＷＥＢ会議等の新たな働き方を推進するため、必要な機
器を購入するもの。

13,038,468 12,676,018
 新型コロナウイルス感染症
流行下においても、行政機能
が維持された。

5
学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る
支援事業
（学校保健特別対策事業費補助金）

 臨時休業からの学校再開に当たって、感染症対策や学
習機会の保証のため、遠隔授業等に対応できるよう、
ICT機器を整備するもの。

37,635,716 17,000,000

 新型コロナウイルス感染症
流行下においても、⼦どもた
ちの学びの場等が維持され
た。

6
GIGAスクールサポーター配置支援事業
（公立学校情報機器整備費補助金）

 新型コロナウイルス感染症流行下において学習機会の
保証に向けて、１人１台タブレット端末を導入するGIGA
スクール構想を加速するため、ICTスキルを持つ方から
支援を受けて初期設定作業等を行うもの。

499,180 249,590

 新型コロナウイルス感染症
流行下においても、⼦どもた
ちの学びの場等が維持され
た。

7
学校給食費返還等事業
（学校臨時休業対策費補助金）

 新型コロナウイルス感染症対策に伴う学校の臨時休業
により、不要となった給食の食材納入業者に対する違約
金等を負担するもの。

6,231,466 1,557,466

 学校の臨時休業時に、児童
生徒の保護者に負担を強いる
ことなく、食材納入業者の経
営の安定に寄与した。

8
新型コロナウイルス感染症の流行下における一
定の高齢者等への検査助成事業
（疾病予防対策事業費等補助金）

 高齢者等の不安解消や重症化抑制のため、65歳以上の
高齢者又は基礎疾患を有する者で無症状者のPCR検査費
用を助成するもの。

819,435 348,292

 新型コロナウイルス感染症
流行下においても、高齢者等
が安心して市⺠生活を維持で
きた。また、早期発見につな
がり感染拡大防止に寄与し
た。

2,051,520,000合     計
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